
こども家庭庁長官殿

日頃より、労働基準行政の運営について、格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上

げます。

さて、令和7年度の地域別最低賃金につきましては、10月1日から1恒次発効されます。

また、一定の事業又は職業に係る特定最低賃金額についても、今後改定・発効が予定されて

います。

厚生労働省では、改定された最低賃金額(以下「改定額」という。)の履行確保及び賃金

の引上げに資する助成金や補助金、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針等

取引の改善のための施策(以下「各種賃上げ支援施策」という。)の活用促進に向けて、各

種広報媒体を活用した周知・広報に取り組んでおります。

つきましては、貴職におかれましても、改定額及び各種賃上げ支援施策の周知・広報に格

別の御協力を賜りますようぉ願い申し上げます。周知のためのポスター等につきましては、

都道府県ごとに作成し、各都道府県労働局で保有しておりますので、必要に応じお問い合わ

せください。

加えて、中小企業・小規模事業者に対する役務及び工事等の発注に当たっては、「令和7

年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針について」(令和7年4月22日閣議決定)

記第2の4 (5)③において、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針(令和5

年11月29日策定)の趣旨を最大限考慮するものとするとされたことを踏まえ、受注者が

労働者に対して最低賃金額以上の賃金を支払う義務を履行できるよう配慮をお願いいたし

ます。また、所管法人・関係団体等に対してもこの旨の御指導・御依頼をいただきますよう

併せてお願い申し上げます。

令和7年度最低賃金額の改定及び各種賃上げ支援施策に

関する周知・広報の実施等について(協力依頼)

基発1001第

和 7年10月

厚生労働省労働基準局長

(公印省略)
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都道府県名

北海道

青森

岩手

宮城

秋田

山形

福島

茨城

栃木

群馬

埼玉

千葉

東京

神奈川

新潟

富山

石川

福井

山梨

長野

岐阜

静岡

愛知

重^

滋賀

京都

大阪

兵庫

奈 良

和歌山

鳥取

島根

岡山

広島

山口

徳島

香川

愛媛

高知

福岡

佐賀

長崎

熊本

大分

宮崎

鹿児島

沖縄

改定額【円】
楽括弧内の敷字は改定前の地壊別最低賃金

( 1,010 )1,075

( 953 )1,029

1,031 ( 952 )

1,038 ( 973

( 9511,031

( 9551,032

1,033 ( 955 )

1,074 ( 1,005 )

1,068 ( 1,004 )

1,063 ( 985 )

1,141 ( 1,078 )

( 1,076 )1,140

1,226 ( 1,163)

1,225 ( 1,162)

1,050 ( 985 )

( 9981,062

( 9841,054

( 984 )1,053

1,052 ( 988 )

( 998 )1,061

1,065 ( 1.001 )

( 1,034 )1,097

( 1,0刀)1,140

1,087 ( 1,023 )

1,080 ( 1,017 )

( 1,058 )1,122

( 1,114 )1,17フ

( 1,052 )1,116

1,051 ( 986 )

( 980 )1,045

1,030 ( 957 )

( 962 )1,033

( 982 )1,047

( 1,020 )1,085

( 979 )1,043

1,046 ( 980 )

( 970 )1,036

( 956 )1,033

( 952 )1,023

1,057 ( 992 )

( 956 )1,030

1,031 ( 953 )

1,034 (鮖2

1,035 (鮖4

( 952 )1,023

1,026 ( 953 )

( 952 )1,023

引上げ額【円】 発効年月日

2025年10月4日

2025年11月21日

2025年12月1日

2025年10月4日

2026年3月31日

2025年12月23日

2026年1月1日

2025年10月12日

2025年10月1日

2026年3月1日

2025年11月1日

2025年10月3日

2025年10月3日

2025年10月4日

2025年10月2日

2025年10月12日

2025年10月8日

2025年10月8日

2025年12月1日

2025年10月3日

2025年10月18日

2025年11月1日

2025年10月18日

2025年11月21日

2025年10月5日

2025年11月21日

2025年10月16日

2025年10月4日

2025年11月16日

2025年11月1日

2025年10月4日

2025年11月17日

2025年12月1日

2025年11月1日

2025年10月16日

2026年1月1日

2025年10月18日

2025年12月1日

2025年12月1日

2025年11月16日

2025年11月21日

2025年12月1日

2026年1月1日

2026年1月1日

2025年11月16日

2025年11月1日

2025年12月1日
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仁賃金・賃金引上けに向けた
中小企業・1畉見模事業者への支援施策

1.賃金引上げに関する支援

①業務改善助成金

問い合わせ先 邑】"'

1
・業務改善助成金コールセンター

0120-366-440 (平日 9:00~17:0の
回回・都道府県労働局雇用環境・均等部(室)

事業場内で巖も低い時間給(事業場内最低賃金)を一定額以

上引き上げ、生産性向上に資する設備投資等(機械設備の導入、

人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング)を

行う中小企業・小規模事業者に、その設備投資等に要した費用

の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、助成上限

額・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。

③中小企業向け賃上げ促進税制

問い合わせ先

・中小企業税制サボートセンター

0..

問い合わせ先

・中小企業税制サボートセンター

03-6281-9821

(平日 9:30~12:00、 13:00~17:0の

青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満

たした上で賃金引上げを行った場合、その増加額の一定割合を

法人税額(個人事業主は所1昇税額)から控除できる制度です。

@

問い合わせ先日本政策金融公庫 0120-154占05

公庫の融資を受ける際、従業員の賃上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対して、融資後2年間、利率を05%

控除します。

②キャリアアッブ助成金

問い合わせ先

・都道府県労働局又1式ノ、ローワーク

回'回

1'回

(う厘璽萱面貧

趣秒

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわ

ゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップを促進す

るため、正社員転換、賃金引上げ等の処遇改善の取組を実施

した事業主に対して助成します。なお、キャリアアップ助成

金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に取

り組む際やいわゆる「年収の壁」を意識した働き方への対応

に取り組む際にも活用することができます。

0 ^

問い合わせ先

・日本政策金融公庫

0120-154-505

2.生産性向上に関する支援

資産税の特例措置

問い合わせ先 回'回
<先端設備等導入計画の作成等について>

・先端設備等の導入先の市区町村
回'1<税制について>

・中小企業税制サボートセンター

03-6281-9821(平日 9:30~12:00、 13:00~17:0の

中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた

「先端設備等導入計画」に基づき取得した設備に対して、地

方税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じ

ることで、設備投資による生産性向上や賃上げに取り組む事

業者を後押しします。

⑧中小企業経営強化税制

回戸回間い合わせ先

.."・中小企業税制サボートセンター

03-6281-9821

回(平日 9:30~12:00、 13:00~17:0の

中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成

し、主務大臣の認定を受け、計画に記載されている一定の設

備を新規目又得等して指定事業の用に供した場合、即時償却ま

たは取得価額の 10%(資本金3,000万円超1億円以下の法

人は79'0)の税額控除を選択適用することができます。

回回

!'.回

中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組を

支援します。事業者は事業分野指針等に沿って「経営力向上計

画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された

事業者は、税制や金融支援等の措置を受けることができます。

⑨中小企業省力化投資助金

間い合わせ先

・中小企業省力化投資補助事業コールセンター

0570-099-660 (9:30~17:30/月曜~金曜

(士・日・祝日除く))

人手不足に悩む中小企業等に対して、カタログから選ぷよう

に簡易で即効性ある省力化投資を支援する「カタログ注文型」

と、事業内容に合わせて多様な設備やシステムが導入できる

「一般型」により、省力化投資を後押しします。

回回

回,'.1

事業場内で最も低い賃金(事業場内最低賃金)の引上げに

取り組む中小企業・小規模事業者に対して、設備資金や運転

資金を低金利で融資します。

回f 、.

回'.回
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業成長加速化補助金四..

問い合わせ先中小企業成長加速化補助金事務局 0570-07-4153、03-4446-4307(1P電話等からのお問い合わせ)回
賃上げへの貢献、輸出による夕儒獲得、域内のイ士入による地域絽土済へのj皮及効果力ぐ大きい売上高 100億円超を目指

して行う大胆な投資を支援します。 回

サービス生産性向但

問い合わせ先 回回

フ"・ものづくり補助金事務局サボートセンター

050-3821-7013 (10:00~17:00 土日祝
回、日及び12/29~V3を除く)

中小企業・小規模事業者等の生産性向上に資する革新的

な新製品・棄斤サーピスの開発や、海外需要開拓等を行う事業

のために必要な設備投資・システム構築等を支援します。

⑬事業承継・M&A補助金
問い合わせ先(補助金務局)

回
・専門家活用枠/廃業・再チャレンジ枠 琢虫'
050-3145-3812

面'.回・事業承継心E進枠 050-3192-6274

・ PM1推進枠 050-3192-6228

回'回

回、'f

事業承継前の設備投資等{こかかる取組、 M&A時の仲介・

フィナンシャルアドバイザー等の専門家の活用、 M&A後の

PM1 にかかる専門家の活用や設備投資の取組、再チヤレン

ジを伴う廃業に係る取組等を支援します。

3.下請取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援

⑮下請適正取引等の推進のための
ガイドライン
問い合わせ先

・中小企^取引課 03-3501-1669

問い合わせ先

・サーピス等生産曲句上IT導入支援事業事務局

0570-666-376

中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、

業務効率化やDX等に向けたITツール(ソフトウエア、サーピ

ス等)の導入を支援します。

回".回
,

回

問い合わせ先

<商工会の管轄地域で事業を営む方>

・商工会地区事務局問合せ先はURL参照

https://WWW.jizokukanb.com/jizokuka_r6h/

<商工会議所の管轄地域で事業を営む方>

・商工会議所地区事務局 03-6634-9307

https://r6.jizokukahojokin.info/

小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に

沿って行う販路開拓等の取組を支援します。

親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を構築する

ために、業種別の下請適正取引等の推進のためのガイドラ

イン(下請ガイドライン)を策定しています。

回回

、..
回'

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最

低賃金額の改定に伴う契約金額の見直しについて定めていま

す。

⑰労務費の適切な転嫁のための価格交
渉に関する指針
問い合わせ先

・公正取引委員会事務総局経済取引局取引部

企業取引課優越的地位濫用未然防止対策

調査室 03-3581-3378

労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃

上げの原資を確保できるようにするため、発注差・受注者が

とるべき行動指針・取組事例をまとめています。

.

回回

回"回
具,

回6

(ートナーシッブ構築宣言

問い合わせ先

<「宣言」の内容について>

・中小企^画課 03-3501-1669

<「宣言」の提出・掲載について>

(公財)全国中小企業振興機関協会

03-5541-6688

受託中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを

明記し宣言することで、発注者側による受注者側への「取引条

件のしわ寄せ」防止を促し、取引の適正化を後押ししています。

また、宣言した企業の取組を「見える化」するため、「宣言」を

ボータルサイトに掲載しています。

「中小企業者に関す⑱官公需法1
目'""^方針」

問い合わせ先

・中小企業庁取引課 03-3501-1669

回回

回、'

間い合わせ先中小企業庁取引課 03-3501-1669

国や独立行政法人、都道府県、市町村等がホームページ上に掲載している入札情報を収集し、掲載して
います。

商工会地区

商工会議所
地区

難
窯



4.資金繰りに関する支援

⑳セーフティネット貸付制度

問い合わせ先

・日本政策金融公庫(日本公庫)
0120-154-505

・沖縄振興開発金融公庫(沖縄公庫)
098-941-1795

一時的に売上減少等業況が悪化しているものの、中長期

的には回復が見込まれる中小企業・小規模事業者であれば

ご利用いただくことが可能です。

その他、雇用(人材育成)に関する支援5.

@域雇用開発助成金(地堰用開発コース)

問い合わせ先

・都道府県労働局又はハローワーク

問い合わせ先
回回 ・事業所の所在する地区の商工会・商工会議所

・日本政策金融公庫(沖縄振興開発金融公庫)の本

支店
回'1

⑳小規模事業者経営改善資金融資制度
(マル経融資)

雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備

し、その地域に居住する求職者等を雇い入れた事業主に助

成します。

⑳人材開発支援助成金

小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無

保証人・低金利で融資します。

問い合わせ先

・都道府県労働局又{よノ、ローワーク

回回

b ;

11 厄1

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教

育訓練休暇等制度を導入し、その制度を従業員に適用した

場合に、訓練経費や訓練期問中の賃金の一部などを助成し

ます。

⑳人材確保等支援助成金

問い合わせ先

・都道府県労働局又はノX口ーワーク

⑳特定求職者雇用開発助成金
(成長分野等人材確保・育成コース)

回戸,回

.."
回

事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、

労働環境の向上等の取組により従業員の職場定着の促進等を

図った場合に助成します。

雇用管理制度・雇用環境整備助成コース、テレワークコース:

5%以上の賃上げを行った場合は支給額に加算されます。

問い合わせ先

・都道府県労働局又{才ノ、ローワー

回回

1
回,,.{

⑳建設事業主等に対する助成金

ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、弃尤聯K河期世

代を含む中高年層など(就職困難者等)を%凶続して雇用する

事業主に助成(30万円~240万円)する特定求職者雇用開

発助成金につぃて、これら就職困難者等を就労経験のない

職種で雇い入れ、①成長分野(デジタル、グリーン)の業務

に従事する労働者の雇入れ、②人材育成(人材開発支援助成

金の活用)及び雇入れから3年以内に5%賃上げのいずれ

かを実施した場合、 1.5倍の助成金を支給します。

問い合わせ先

・都道府県労働局又はハローワーク

回回

r .
回

中小建設事業主等が建三設労イ動者の雇用の改善、技能の向上等の

取組を行う場合に、人材開発支援助成金、人材確保等支1爰助成金、

トライアル雇用助成金の一部コースで助成を行います。

回 t回
! Jι'.

回.

⑳早期再就職支援等助成金
(雇入れ支援コース、中途採用拡大コース)

問い合わせ先

・都道府県労働局又{=ノ、ローワーク

回回

§'
,., 1ヨ

雇入才技援コース:^則莫ユ湘諄」等こ偵鴨餌哉を余

儀'よくされる労動者を早期1こ凄韻腰用で雇入れ雇入れ

前とt嫩して59、dXヒ賃目ナした場合こ則咸します。

ヰ^ム大コース:

途採用率を一息X■チ'ム大させた場合及て沖^を一息X上1広大さ

せ、そのうち45j歳レX上d渚で一定、X廿広大させ、かっ当亥45歳L)七ヒの

者全員を雇スれ"勺と↓嫩して5qd》七ヒ賃ヒげした場合こ剛咸します。

中途採用拡大コース

岐を整備した上で、中
『'

雇入れ支援コース
謹
瓢



⑳産業雇用安定助成金
(スキルアッブ支援コース)

問い合わせ先

・都道府県労働局又{才ノ、ローワーク

在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰

後の賃金を復帰前と比較し5%以上増加させた場合

に助成(上限額 8,870円/1人1日あたり(1事業
主あたり 1,000万円))します。

6.相談窓口

⑳よろず支援拠点

回回

回'〔

問い合わせ先

・各都道府県のよろず支援拠点

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題

に無料で相談対応するワンストップ窓口として、各都

道府県に「よろず支援拠点」を設置しています。

問い合わせ先

・都道府県労働局雇用環境・均等部(室)

",

⑫働き方改革推進支援センター

労働時間削減や年次有給休暇等の取得促進、勤務間イ

ンターバルの導入に向けた環境整備を目的として、外部

専門家によるコンサルティング、労務管1里用機器等の導
入等を実施した場合にコースに応じた上限額を助成しま

す。賃上げ額(3%~フ%以上)に応じて助成上限額の
加算もあります。

問い合わせ先

・全国の働き方改革推進支援センター

援助成金

回式.1'i

全国47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援

センター」では、中小企業・小規模事業者等の皆さまの働き

方改革の取組を支援することを目的として、労務管理等の専

門家が無料で、時間外労働の上限規制や同一労働同一賃金、

賃金引上げ、その他働き方改革を広く支援する取組に関する

個別相談やコンサルティング等を実施しています。ぜひご活

用ください。

回回
予

回,'

@下請かけこみ寺

問い合わせ先

・(公財)全国中小企業振興機関協会

・各都道府県の下請かけこみ寺

0120-418-618

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相

談を受け付けております。問題解決に向けて、相談員や弁護

士がアドバイスを行います。

⑲中小企業向け補助金・総合支援サイト

「ミラサボ PIUS」
問い合わせ先

・ミラサボPIUSコールセンター
050-5370-4340

回'回

回'.f

各都道府県労働局の問い合わせ先

厚生労働省HP 都道府県労働局(労働基準監督署、公共職業安定所)所在地一覧

htヒPS://WWW.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index.html

厚生労省では、事業主の皆さまの賃上げを支援しています

厚生労働省「賃上げ」支援助成金パッケージのご紹介はこちらをチエック

https://WWW.mhlwgo.jp/SぜノSeisakunitsuite/bunya/package_00007.html

中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援

施策(制度)をより「使ってもらう」ことを目指した中小企

業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制

度等の活用事例を簡単に検索でき、電子申請までサポートし

ます。

回回
^^

回

回回
'.ー

回、ι

(R7.9)
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また、最低賃金の影を強く受ける中小企業等が活用しや.すくなるよう、特例的に、賃金引
ノ/./ノ、

上げ計画の事前提出にっいても省略を可能とします.。、

5ク'

ノ

X+50円

(A社)事業場内低賃金

(X十弱円)

(B社)事業場内最低賃金

(X+30円)

改定前の地域別最低賃金

(※) X+51円~X+62円の事業者も申請対象となる

事業場内最低賃金がX+50円

事業所が対象となります。

ノ

X円

①対象事業場の拡大

改定後の地域別最低

対象範囲の拡充

金

ノ万,'/

,,

事業場内最低賃金がX+51円~X+62円

までの事業所が対象となります!
※事業場内最低賃金が改定後地域別勗氏賃金と同額の場
合は対象外

//"/"'/

事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以内の事業所が対象

X (A社)事業場内最低金(X十弱円)

X+50円

/,, ノ
/

X円

()(B社)事業場内最低賃金(X+30円)

改定前の地域別最低賃金

(※) X円~X+50円の事業者のみが申請対象

ノノ

拡充

事業場内最低賃金が改定後の地域別最氏賃金額未満までの事業所が対象

<伊上地域別最低賃金力敗定前X 円、改定後X+63円(引上額63円)の場合>

ノ

ノイ、/
1,.' i タノマケ

X +63円

ノ

対象範囲

(50円)

一
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劾多凝鱗勇勢1勇^^^
従来

賃金引上げ後の申請は不可

申請前に賃金引上げ計画を立て、申請後に賃金を引き上げる必要があります

必要な手続き:申請書や見積書のほかに、以下の書類の提出が必要です

・賃金引上げ計画

・事業実施計画(設備投資等の計画)

事業実施計画

拡充

賃金引上げ計画の事前提出にっいて省略可能

令和7年9月5日から令和7年度当該地域の最低賃金改定日の前日まで(※)1こ賃金

引上げを実施していれぱ、賃金引上げ計画の提出は不要となりました

※同期間以外の賃金引上げは一切対象となりませんのでご注意下さい。

必要な手続き:申請書や見積書のほかに、以下の書類の提出が必要です。

・賃金引上げ結果

・事業実施計画(設備投資等の計画)

賃上げ計画 を提出し、計画の審査
を受けます。

事業実施計画

助成金支給までの流れ

(審査の上、交付決定を受けたら)

・計画に基づく賃上げの実施

信十画に基づく設備投資等の実施

交付申請書・事業実施計画な

どを事業場所在地を管轄す

る都道府県労働局に提出

賃上げ

・交付決定前に助成対象設備の導入を行った場合は助成の対象になりません。

・事業所での賃金引上げ日から地域別最低賃金の発効日までに勤務実績がないことにより、賃金引上げの実施を確

認できない場合は、当該労働者を賃金引上げ対象者に含めることはできません。

・申請におかれましては、必ず最新の交付要綱・要領で助成要件をご確認ください。

・申請期限は、申請事業所に適用される地域別最低賃金改定日の前且です。
・予算の範囲内で交付するため、申請期間内に募集を終了する場合があります。

・同一事業所の申請は年度内1回までです。

お問い合わせ

を提出し、計画の審査
を受けます。

審査・
交付決定

業務改善助成金についてご不明な点は、

業務改善助成金コールセンターまでお問い合わせください。

電話番号:0120-366-440(受付時間平日 9:00~17:00)

交付決定後、提出

した計画に沿って

事業実施

(審査の上、交付決定を受けたら)

・計画に基づく設備投資等の実施

支労働局に事業実施

給結果を報告

(う厘生免画省
(R7.9)



労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針【概要】

本指針

の性格

ψ労務費の転嫁に関する事業者の発注者・受注者の双方の立場からの行動指針。
ψ労務費の適切な転嫁のため、発注者及び受注者がこの行動指針に沿った行為を行うことが必要。
ψ本指針に記載の12の行動指針に沿わないような行為をすることにより、公正な競争を阻害するおそれがある場合に
は、公正取引委員会において独占禁止法及び下請代金法に基づき厳正に対処することを明記。
ψ他方で、記された発注者としての行を全て適切に行っている場合、通常は独占禁止法及び下請代金法上の問
題が生じない旨を明記。

★行 1:本社(経営トッフ)の関与

①労務費の上昇分にっいて取引価格への転嫁を受け入れる取
を具体的に経営トップまで上けて決定すること、

②経営トップが同方針又はその要旨などを書面等の形に残る方
法で社内外に示すこと、③その後の取組状況を定期的に経営
トップに報告し、必要に応じ、経営トップカ便なる対応方針を示
すこと。

★行 2 発注者側からの定期的な協、の実施

受注者から労務費の上昇分に係る取引価格の引上げを求めら
れていなくても、業界の慣行に応じて1年に1回や半年に1回
など定期的に労務費のにユし捉発注者から協の場を設

発庄者として採るべき行動/求めうれる行動

けること。特に長年価格が据え置かれてきた取引や、スボット取
引と称して長年同じ価格で更新され迅いるような取引において
は協議が必要であることに留意が必要である。

協議することなく長年価格を据え置にとや、スボット取引とはいえ
ないにもかかわらずスボット取引であることを理由に協議することな
く価格を据え置にとは、独占禁止法上の優越的地位の濫用又
は下請代金法上の買いたたきとして問題となるおそれがある。

★行 3:説明・資料を求める場合は公表資料とすること

労務費上昇の理由の説明や根拠資料の提出を受注者に求める
場合は、公表資料(最低金の上昇率、春季労使交渉の妥
結額やその上昇率などに基づくものとし、受注者が公表

を用いて提示して希望する価格については、これを合理的な根

受注者として採るべき行動/求められる行動

★行動⑪ι相談窓口の活用

労務,費上昇分の価格転嫁の交渉の仕方にっいて、国・地方公
共団体の相談.窓回、中小企業の支援機関(全国の商工会議
所・商亟会等)の相談窓口などに相談するなどして的に
情報を収集して交渉に臨むこと。

発注者1趣対し召労務,費の転嫁の交渉を申し込む際、一朽北して、
価格交渉の申込み様式(伊D を活用することも考えられる。

拠のあるものとして重すること。

★行動4:サプライチエーン全体での適切な価格転嫁を行うこと

労務費をはじめとする価格転嫁に係る交渉においては、サプライ
チエーン全体での適切な価格転嫁による適正な価格設定を行

うため、直接の取引先である受注者がその先の取引先との取
引価格を適正化すべき立にいることを常に識して、そのことを

受注者からの要請額の妥当性の 1断に反映させること。

★行動@:根拠とする資料

発注者との価格交渉において使用する根拠資料としては、量
低三金の上昇率、春季労使交渉の妥結額やその上昇率など
の公表資料を用いること。

★行動5:要請があれは協議のテーブルにつくこと

受注者から労務費の上昇を理由に取引価格の引上けを求めら

★行動3:値上け要のタイミング

労務費上昇分の価格転嫁の交渉は、業界の慣行に応じて1
年に1回や半年に1回などの定期的に行われる発注者との価
格交渉のタイミング、業界の定期的な価格交渉の時期など受
注者が価格交渉を申し出やすいタイミング、発注者の業務の
繁忙期など受注者の交渉力が比較的位なタイミングなどの

れた場合には、協議のテーブルにつくこと。労務費の転嫁を求めら
れたことを理由として、取引を停止するなど不利益な取扱いをしな
いこと。

★行 6:必要に応じ考え方を提案すること
受注者からの申入れの巧拙にかかわらず受注者と1窃議を行い、

必要に応じ労務費上昇分の価格転嫁に係る考え方を提案する
こと。

機会を活用して行うこと。

★行 4:発注者から価格を提示されるのを待たずに自ら
希望する額を提示

発注者力ち価格を提示されるのを待たずに受注者側からも希
望する価格を発注者にーすること。発注者に提示する価格
の設定においては、自社の労務費だけでなく、自社の発注先や
その先の取引先における労務費も考慮すること。

発注者・受注者の双方が採るべき行動/求められる行動

★行動1:定期的なコミユニケーション

定期的にコミユニケーションをとること。

★行動2:交渉記録の作成、発注者と受注者の双方ての保管

価格交渉の記録を作成し、発注者と受注者と双方で保管するこ
と。

指針の詳細にっいては、以下のサイトをご確認ください。

・公正取引委員会ホームページ

hせ S: VVVVW.'fヒC.0.' d

Uideline un ouki'un rom

Uhitenka.html

指針の詳細について

・説明動画

(公正取引委員会公式YOUTubeチャンネル)

htヒ S: VVWW. outube.com

Watch?V=v idG.●HTJM

熟
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公正取引委員会からの御案内

政府は、「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」を策定しました。

労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針

PDF版はこちら IPDF ' 878κB)

別瀞く倒色交'の申'み様式、例,)

令国ブロノク観明令用日羽"'ちゃ

康明抑は」弓う

. 公正取引委員会
」急Don Foh Trade co'rlm11$10rl

「説明動画はこちら」をクリック

ιd し6)に

.労襲gの迫切な蛇建" 10 "ぎ交'1、,る

ニ'ちう

早粉科謡恪や工才1し1ーコA 卜の.1うず曾ト'単日の碍fモ含めて遍切'伍唱,五尋に゛る適干な伍惰●定キサ、'ライヰ1ーン辛体で定蒼

さど吻価イ白bきし賃卜けを打フ、とは=フレ脱却柱直の好儲瑶の忠現小ナ.ち1 心裂てあるモ0際労務費の遍仞、'乾嫁打通し醐引適

F'七がT可欠メ,る

本指針の説明は、約20分(1分42秒

から22分50秒まで)です。是非、社内

研修等で御活用ください。

また、本指針についての御不明点

は、公正取引委員会までお問い合わ

せください(03-3581-3378)。

https://、N、N゛/.j什C.合0.jp/dk/8Uideline/unyoukijun/romuhitenka.html

(1》公正取引委員会

(説明動画)
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労務費の適切な転嫁のた

骨邑費●苗切な首肆Φた●φ"椿空卦に関,轟廷制、竜引直王叱■嶋舷諦促塾に内"τ、

令伯5住Ⅱ月29日

内園官房

ムT凱引卦貰会

令和5年12月
閣官

公正取引受

交渉に関する指針について

^

゛塁



令和7年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針(抜粋)

2 中小企業者の受注の機会の増大のために国等が講ずる措置に関する基本的な事モ

4 ダンピング防止対策、消費税の円滑かつ適正な転嫁等の推進

(2)適切な予定価格の作成

①国等は、役務及び工事等の発注に当たっては、需給の状況、原材料費及び人件

費(社会保険料(事業主負担分及び労働者負担分)相当額を適切に含み、かつ、

最低賃金又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務の発

注にっいては、各都道府県における最低賃金の改定額(契約期間中に最低賃金額

の改定が見込まれる場合には、その改定見込額を含む。)についても反映した

額)等の最新の実勢価格等を踏まえた積算に基づき、消費税及び地方消費税の負

担等を勘案し、適切に予定価格を作成するものとする。特に、同様の事業でほと

んど同じ予定価格を長年見直すことなく実施している事業がある場合は、多角的

な市場調査を行い、最新の実勢価格等を踏まえた積算を行うこととする。また、

複数年度にわたる契約にっいては、入札の際に作成する予定価格に期中の価格変

動を適切に見込む必要があることに留意する。

なお、ビルメンテナンス業務に係る発注に当たっては、厚生労働省において策

定した「ビルメンテナンス業務に係る発注関係事務の運用に関するガイドライ

ン」において、最新の「建築保全業務労務単価(国士交通省大臣官房官庁営繕

部)」を用いることとされていることに留意するとともに、燃料や原材料等の市

況価格の変動が激しい商品等については、特に、最新の実勢価格や需給の状況等

を考慮するよう努めるものとする。また、物品の運送を伴う役務、物品の買入れ

等に係る発注に当たっては、物流効率化基本方針を踏まえ、国等と契約を締結し

た事業者から当該物品の運送を委託されたトラック事業者等がその雇用するトラ

ツクドライバーの賃上げ原資となる適正な運賃を収受できるよう、貨物自動車運

送事業法(平成元年法律第83号)附則第1条の3第1項の規定に基づく「標準

的な運賃」を活用するとともに、燃料サーチャージ、有料道路使用料、附帯作業

料等の追加で生じるコスト、繁忙期における運送、特殊な運送方法等に起因して

追加で生じるコストについても十分に考慮するように努めるものとする。

②国等は、公庫等及び地方公共団体における工事等の発注に際し、いわゆる歩切

りや予定価格等の事前公表の取りやめ等が促進されるよう努めるものとする。

(参考)



(3)低入札価格調査制度の適切な活用等

①国等は、役務及び工事等の発注に当たっては、ダンピング受注の排除等適正価

格による契約の推進のため、低入札価格調査制度を適切に活用するものとする。

低入札価格調査制度の対象契約の全部又は一部を未導入の国等の組織にあって

は、早急に制度導入について検討を行うこととする。

②国等は、特に人件費比率の高い役務契約については、適正な履行確保の観点か

ら、低入札価格調査基準価格を下回る価格により落札した者と契約する場合にお

ける措置として、人件費が明記された入札価格内訳書の徴収を徹底し、最低賃金

額を下回る人件費でないことに留意するとともに、落札の決定があった旨の公表

の徹底を行うものとする。

また、下請代金支払遅延等防止法(昭和31年法律第120号)、私的独占の、

禁止及び公正取引の確保に関する法律(昭和22年法律第54号。以下「独占禁

止法」という。)及び労働関連法等の所管行政庁は、その執行を図る上で、必要

に応じ、低入札価格調査制度に基づく調査情報も活用するものとする。

③国は、地方公共団体における役務及び工事等の発注に際し、低入札価格調査制

度、最低制限価格制度等の導入とその適切な活用が促進されるよう努めるものとす

る。



4)最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直し

①国等は、契約前において、清掃、警備、洗濯、庁舎管理、電話交換その他最低

賃金又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務契約につ

いて、年度途中の最低賃金額の改定を踏まえた予算を確保し、上記(2)に掲げ

る適切な予定価格を作成するとともに、入札金額における人件費について、契約

期間中に最低賃金額の改定が見込まれる場合には、その改定見込額にっいても考

慮した上で入札することを入札希望者にあらかじめ周知するものとする。また、

人件費単価が改定後の最低賃金額を下回った際は適切な価格での単価の見直しを

行う旨の条項をあらかじめ契約に入れることなどにより、年度途中で最低賃金額

の改定があったとしても、受注者が労働者に対して最低賃金額以上の賃金を支払

う義務を履行できるよう配慮するものとする。

②国等は、契約後において、清掃、警備、洗濯、庁舎管理、電話交換その他最低

賃金又はその近傍の人件費単価の被用者が用いられる可能性のある役務契約にっ

いて、最低賃金額の大幅な改定があった場合には、契約金額を変更する必要があ

るか否かにっいて受注者に対し確認し、最低賃金引上げ分の円滑な価格転嫁を図

るため契約金額を変更するなど、受注者が労働者に対して最低賃金額以上の賃金

を支払う義務を履行できるよう配慮するものとする。

(5)労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇への対応

①国等は、公共工事の発注に当たっては、労務費、原材料費、エネルギーコスト

等の実勢価格を反映した適正な請負代金の設定や適正な工期の確保にっいて、契

約後の状況に応じた必要な契約変更の実施も含め、適切に対応するものとする。

特に、労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇時における請負代金額の変

更の的確な実施のため、あらかじめ、当該変更についての条項を契約に適切に設

定するとともに、当該条項の運用基準を策定しておくものとする。

さらに、発注者である国等は、主要な資材の供給の著しい減少、資材の価格の

高騰等の事象が発生した場合において、受注者から請負契約の内容の変更にっい

て協議の申出があった際には誠実に応じなければならない。

なお、この場合における誠実な協議については、例えば、予算の不足や過去の

変更契約実績がないことを理由に協議に応じないことがないように留意する。

②国等は、物件及び役務の契約の途中で、労務費、原材料費、エネルギーコスト

等の実勢価格に変化が生じた場合には、契約金額を変更する必要があるか否かに

つぃて検討し、契約変更の実施も含め、適切に対応するものとする。

また、受注者から労務費、原材料費、エネルギーコスト等の上昇に伴う契約金

額の変更にっいて申出があった場合にはその可否について迅速かつ適切に協議を



行うものとし、その旨の条項をあらかじめ契約に入れるなど、受注者からの申出

が円滑に行われるよう配慮するものとする。

③上記①、②の対応に当たっては、経済財政運営と改革の基本方針2023 (令和

5年6月16日閣議決定)において、原材料費やエネルギーコストの適切なコスト

増加分の全額転嫁を目指し、取引適正化を推進することとされていることや、労務

費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針(令和5年11月29日策定。以下

「労務費の指針」という。)の趣旨を最大限に考慮するものとする。

また、価格交渉促進月間のフォローアップ調査において、国等が調査対象である

と明示されたことを踏まえて、受注者から発注者として価格転嫁の状況を評価され

る立場であることを留意し、公共工事においては、コスト増加分の転嫁を行う条項

を契約に適切に設定し、複数年度にわたる物件及び役務の契約においては、「労務

費の指針」を参考にして発注者として行動し国等から少なくとも年に1 回以上の協

議を行うように努めることとする。さらに、価格交渉の際には、直接の契約先だけ

でなく、再委託先を含めて適切に請負代金を設定するよう配慮するとととする。



0都道府県労働局賃金課(室)

局名

北海道労働局

青森労働局

岩手労働局

宮城労働局

秋田労働局

山形労働局

福島労働局

茨城労働局

栃木労働局

群馬労働局

埼玉労働局

千葉労働局

東京労働局

神奈川労働局

新潟労働局

富山労働局

石川労働局

福井労働局

山梨労働局

長野労働局

岐阜労働局

静岡労働局

愛知労働局

三重労働局

滋賀労働局

京都労働局

大阪労働局

兵庫労働局

奈良労働局

和歌山労働局

鳥取労働局

島根労働局

岡山労働局

広島労働局

山口労働局

徳島労働局

香川労働局

愛媛労働局

高知労働局

福岡労働局

佐賀労働局

長崎労働局

熊本労働局

大分労働局

宮崎労働局

鹿児島労働局

沖縄労働局

連絡先一覧

担当課

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金課

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金課

賃金室

賃金室

賃金室

貨金課

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

賃金室

電話番号

[011-709-2311]

[017ーフ34・4114]

[019-604-300田

[022-299-8841]

[018-883-4266]

[023-624-8224]

[024-536-4604]

[029-224-6216]

[028-634-9109]

[027-896-4乃刀

[048-600-6205]

[043-221-232釘

[03-3512-1614]

[045-211-7354]

[025-288-3504]

[076-432-2735]

[076-265・U25]

[0776-22-2691]

[055-225-2854]

[026-223-0555]

[058-245-8104]

[054-254-631釘

[052-972-025刀

[059-226-210釘

[07フ-522-6654]

[075-241-321釘

[06-6949・6502]

[078-367-9154]

[0742・32-0206]

[073-488-1152]

[0857-29-1705]

[0852-31-115幻

[086-225-2014]

[082-221-92U]

[083・995-0372]

[088-652-9165]

[087-811-8919]

[089-935-5205]

[088-885-6024]

[092・411-457田

〔0952-32-7179]

[095-801-0033]

[096-355-3202]

[097-536-3215]

[0985-38-8836]

[099-223-827釘

[098-868-3421]

所在地

札幌市北区北8条西2-1-1

青森市新町2-4-25

盛岡市盛岡駅西通1-9-15

仙台市宮城野区鉄砲町1

秋田市山王7-1-3

山形市香澄町3-2-1

福島市花園町5-46

水戸市宮町1-8-31

宇都宮市明保野町1-4

前橋市大手町2-3-1

さいたま市中央区新都心11-2

千葉市中央区中央4-11-1

千代田区九段南1-2-1

横浜市中区北仲通5-57

新潟市中央区美咲町1-2-1

富山市神通本町1・5-5

金沢市西念3-4-1

福井市春山1-1-54

甲府市丸の内1-1・11

長野市中御所1-22-1

岐阜市金竜町5-13

静岡市葵区追手町9-50

名古屋市中区三の丸2-2-1

津市島崎町327-2

大津市打出浜14-15

京都市中京区両替町通御池」ゴレ金吹町451

大阪市中央区大手前4-1-67

神戸市中央区東川崎町1-1・3

奈良市法蓮町387

和歌山市黒田2-3-3

鳥取市富安2-89-9

松江市向島町134-10

岡山市北区下石井1-4-1

広島市中区上八丁堀6-30

山口市中河原町6-16

徳島市徳島町城内6-6

高松市サンボート3-33

松山市若草町4-3

高知市南金田1-39

福岡市博多区博多駅東2・11・1

佐賀市駅前中央3-3-20

長崎市万才町7-1

熊本市西区春日2-10-1

大分市東春日町17-20

宮崎市橘通東3-1-22

鹿児島市山下町13-21

那覇市おもろまち2-1-1


